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※補正予算　年度当初の予算（当初予算）に、追加・その他の変更を加えるために提出される予算
※付議事件　本市議会だよりでは、議案のうち条例、補正予算、議員発議、決議以外のものを付議事件と
　　　　　　しています。
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　地方自治体の議員個人が、その自治体に対して請負をすることは地方自治法で禁止されて
いましたが、地方議員の成り手不足への対応のため、その規制が緩和され、各会計年度にお
いて３００万円を超えない範囲であれば議員個人による自治体に対する請負が可能となりま
した。
　そこで深川市議会では、請負の状況の透明性を確保し、議会の運営の公正及び事務の執行
の適正を図るため、深川市議会議員の請負の状況の公表に関する条例を制定しました。

・議員は毎年６月中に、前年度における深川市に対する請負内容（下記①～④）を
議長に報告しなければなりません
　①対象とする役務・物件等　②契約締結日　③契約金額
　④前年度において受けた支払いの総額
・本条例は令和６年度における請負から適用され、７年度からホームページ等で請
負状況を公表します
・議長は報告書を５年間保存し、報告の一覧を作成・公表しなければなりません
・どなたでも議長に対して、報告書の閲覧や写しの交付を請求できます

深川市議会議員の請負の状況の公表に関する
条例を制定

Pick Up
委員会設置の決議

全
会
一
致

■委 員 長　北　村　　　薫
■副委員長　田　畑　陽　美
■委　　員　村　上　　　誠

新　田　　　旺
山　本　時　雄
佐々木　一　夫

　現行の第２期深川市まち・ひと・しごと創生総
合戦略に対しては、令和元年度の計画策定作業や
その後の効果検証において、深川市議会でも十分
な審議が行われてきた経過があり、今後予定され
ている（仮称）第３期深川市まち・ひと・しごと
創生総合戦略の策定に当たっても、幅広く必要な
調査を行っていく必要があるため、第４回定例会
初日の令和６年12月５日に、地方創生特別委員会
を設置しました。

地方創生特別委員会を設置

条例の主な内容
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議決結果

第４回
定例会

特別職の職員の給与に関する条例の一部
を改正する条例について ○ 可決○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○
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※賛成＝○、反対＝●、近沢弘幸議長は採決に加わりません。
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【意見書】
内閣総理大臣など
に送付しました。

■将来に希望が持てる次期食料・農業・農村基本計画の改定と現場
に寄り添った農業政策の実現を求める意見書
■選択的夫婦別姓制度の法制化を早期に求める意見書
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